
福祉サービス第三者評価結果報告書（平成30年度）
年 月 日

東京都福祉サービス評価推進機構
公益財団法人　東京都福祉保健財団理事長　殿

評価機関名　

認証評価機関番号　 機構 17 －

電話番号　
代表者氏名　 印

以下のとおり評価を行いましたので報告します。

①

②

③

④

⑤

⑥

福祉サービス種別

評価対象事業所名称

事業所代表者氏名

契約日 年 6 月 15 日

利用者調査票配付日（実施日） 年 10 月 25 日

利用者調査結果報告日 年 11 月 21 日

自己評価の調査票配付日 年 10 月 24 日

自己評価結果報告日 年 11 月 21 日

訪問調査日 年 12 月 7 日

評価合議日 年 12 月 7 日

コメント
(利用者調査・事業評価の
工夫点、補助者・専門家等
の活用、第三者性確保の
ための措置などを記入）

年 月 日

事業者代表者氏名 印

指定番号

所在地　

渡辺　真紀

高橋　美樹

修了者番号

150-0012〒　

2018

03-6433-5280

一般社団法人Riccolab.

241

東京都渋谷区広尾3-12-30　シャトレアン301

〒

評価者氏名・担当分野・評
価者養成講習修了者番号

所在地

H0901071

H0803001

指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター

事業所連絡先

℡

東京都小平市美園町3-12-1

評価者氏名

箕輪　亜紀

042-342-6673

施設長　中村　与人

187-0041

居宅介護支援

1374300034

2018

2018

2018

2018

評価機関から上記及び別紙の評価結果を含む評価結果報告書を受け取りました。
本報告書の内容のうち、

2018

2018

利用者調査は、郵送によるアンケート調査を実施した。
職員自己評価においては、標準帳票による自己分析を行った。

利用者調査とサービス項目

を中心とした評価手法

機構が定める部分を公表することに同意します。

別添の理由書により、一部について、公表に同意しません。

別添の理由書により、公表には同意しません。



平成30年度

《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》

1

事業者が大切にしている考え（事業者の理念・ビジョン・使命など）のうち、
特に重要なもの（上位５つ程度）を簡潔に記述
（関連　カテゴリー１　リーダーシップと意思決定）

2

（１）職員に求めている人材像や役割

（２）職員に期待すること（職員に持って欲しい使命感）

〔事業者の理念・方針、期待する職員像：居宅介護支援〕

１)利用者、家族の思いに寄り添う。
２)その人らしさを大切にする。
３)利用者の状態に応じた自立を考える。（自己決定の支援）
４)法令順守。
５)他職種連携。

自分の立ち位置を考え行動できる。受容力・責任感が強い・自己研鑽・協調性・総合力

利用者の自立支援を目指したケアマネジメント

理念・方針　（関連　カテゴリー１　リーダーシップと意思決定）

期待する職員像　（関連　カテゴリー５　職員と組織の能力向上）



平成30年度

利用者総数
共通評価項目による調査対象者数

共通評価項目による調査の有効回答者数

利用者総数に対する回答者割合（％）

利用者調査全体のコメント

利用者調査結果

は い
どちらとも
いえない いいえ

無回答
非該当

62 4 1 2

57 10 0 2

57 7 1 4

実数

コメント

共通評価項目

郵送によるアンケート調査

調査方法

123
123
69

56.1

調査対象

登録利用者全員

ケアプランについての説明は、５７名がわかりやすいと回答している。「いいえ」の回答はみられなかった。とても分かりやすく参考に
なっている、本人の事を十分考えたプランであると思う、リハビリについての相談によくのってもらいますなどのコメントがあがってい
る。

1．ケアプラン立案時に、利用者や家族の状況や要望を聞かれているか

2．ケアプランについての説明は、わかりやすいか

ケアプラン作成時に本人や家族の状況、要望などを聞かれていると回答したのは６２名であった。いつも話をよく聞いてくれます、ケア
マネジャーにお任せしていますなどのコメントがあがっている。

調査対象者１２３名中、６９名から回答を得ることができた。回答者属性は、「利用者本人」が21名、「本人が家族や介助
者と相談しながら回答」16名、「家族が本人の気持ちを推察しながら回答」28名、「無回答」４名であった。満足度が高
かった項目としては、「ケアマネジャーは個人の気持ちを尊重してくれますか」「ケアマネジャーの接遇は適切ですか」「不
満や要望へは対応してくれますか」などがあげられる。総合的な満足度では、２２名が「大変満足」、３８名が「満足」の回
答であった。「大変助かっています」「丁寧な対応です」「意見や要望などに対して、細かな親切があります」「気持ちに寄
り添って頂き、安心できます」「よく話を聞いてくれます」などのコメントがあがっている。意見や要望などは特に聞かれな
かった。

５７名がサービス内容は利用者の要望が反映されたものとなっていると回答している。よく気を遣ってくれます、自身の事を考えて進め
てくれますなどのコメントがあがっている。

3．サービス内容は、利用者の要望が反映されているか

〔利用者調査：居宅介護支援〕

　《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》
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65 1 1 2

60 5 1 3

66 1 1 1

63 4 0 2

61 5 1 2

64 1 1 3

44 11 6 8

ケアマネジャーの接遇鵜に関しては、６５名が適切であると回答している。明るく活動的です、時間も厳守ですなどのコメントがあがっ
ている。

4．ケアマネジャーの接遇・態度は適切か

9．利用者の不満や要望は対応されているか

プライバシーについては、６３名が守られていると回答している。「いいえ」の回答はみられなかった。

6．利用者の気持ちを尊重した対応がされているか

7．利用者のプライバシーは守られているか

病気やケガなどの際の、ケアマネジャーの対応は信頼できると回答したのは６０名であった。経験はありませんが信頼できます、体調
を崩した時は早急に対応してくれましたなどのコメントがあがっている。

5．病気やけがをした際のケアマネジャーの対応は信頼できるか

６６名が本人の気持ちを尊重した対応であると回答している。はっきりと気持ちを伝えることができますとの回答があった。

外部相談窓口については、４４名が相談できることを伝えられていると回答している。相談したことはない、時に困ったことはないとの
回答が複数あった。

10．外部の苦情窓口（行政や第三者委員等）にも相談できることを伝えられてい
るか

サービス内容に関する説明は、６１名がわかりやすいと回答している。

不満や要望への対応については、６４名が対応されていると回答している。対応されています、不満を言った経験はないがきちんと対
応してくれると思いますなどのコメントがあがっている。

8．サービス内容に関するケアマネジャーの説明はわかりやすいか

4 



〔サービス分析：居宅介護支援〕 平成30年度

《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》

Ⅰ サービス提供のプロセス項目（サブカテゴリー１～３、５～６）

№

4／4

評価項目1

　　

評価

6／6

評価項目1

　　

評価

3. サービスに関する説明の際に、利用者や家族等の意向を確認し、記録化している

サービスの開始にあたり利用者等に説明し、同意を得ている
評点（○○○）

標準項目
1. サービスの開始にあたり、基本的ルール、重要事項等を利用者の状況に応じて説明している

2. サービス内容や利用者負担金等について、利用者の同意を得るようにしている

法人は年に４回、広報誌「ほのぼの倶楽部」を発行しており、写真を多く交えた紙面では様々な情報が提供されている。案内パンフレットを
使用するうえでは、法人のサービスを利用することが必須ではない点を以前より強調して説明していたが、今年度の介護報酬改定にあた
り、ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所を紹介することや選定理由の説明が義務付けられたため、利用
者・家族の要望に合わせてより詳細なパンフレットや市のガイドブック等を提示して説明を行っている。

行政への情報提供に加え、地域のケアマネジメント力向上のための活動にも参画している

小平市では毎月、市内の各居宅介護支援事業所から報告された「受け入れ可能確認票」を公表し、円滑な受け入れが行えるようにしてい
る。事業所は現在、6人の介護支援専門員で運営しており、うち3人は主任介護支援専門員の資格を保有している。地域の介護支援専門
員連絡会の役員会に所属している職員も2名おり、研修を企画・運営する立場として積極的に活動している。事業所の営業は基本的には
平日だが、状況によっては勤務変更しての対応も可能で、さらに輪番制で24時間の連絡体制も整っている。

2
サブカテゴリー2

サービスの開始・終了時の対応 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

4. 利用希望者等の問い合わせがあった場合には、個別の状況に応じて対応している

サブカテゴリー1の講評

パンフレットやホームページでは法人全体の取り組みについて情報を得ることができる

当法人は、病院のバックアップ体制のもと、特別養護老人ホームと地域包括支援センターや通所介護等、在宅福祉の拠点施設であるケア
センターが一体となって地域の高齢者の暮らしを支えており、事業所が利用希望者等に業務内容を伝えるにあたっても、法人全体のサー
ビスが掲載された案内パンフレットを使用している。加えて、法人内全事業所について記載されているホームページにおいても、営業時間
や職員体制等の事業内容を確認することができる。

ケアプランに位置付ける事業所について複数の資料を提示して説明を行っている

利用希望者等に対してサービスの情報を提供している
評点（○○○○）

標準項目
1. 利用希望者等が入手できる媒体で、事業所の情報を提供している

2. 利用希望者等の特性を考慮し、提供する情報の表記や内容をわかりやすいものにしている

3. 事業所の情報を、行政や関係機関等に提供している

共通評価項目

1
サブカテゴリー1

サービス情報の提供 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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評価項目2

　　

評価

10／10

評価項目1

　　

評価

評価項目2

　　

評価

2. 申し送り・引継ぎ等により、利用者に変化があった場合の情報を職員間で共有化している

3. 介護保険外の申請書類の作成（減額申請等）について、支援や助言を行っている

利用者の状況等に関する情報を職員間で共有化している
評点（○○）

標準項目
1. 計画の内容や個人の記録を、支援を担当する職員すべてが共有し、活用している

利用者の要望や状況に応じて、要介護認定等に係る申請の代行・支援等を行っている
評点（○○○）

標準項目
1. 利用者（家族）から要介護認定等の申請の代行を依頼された場合には、協力している

2. 利用者の状態が変化して要介護度が変わったと思われる場合には、要介護状態区分変更の申請のた
めの支援や助言を行っている

居宅介護支援事業所を変更する場合は書類や同行訪問により引継ぎを行っている

初回訪問時のアセスメントや毎月の訪問では、利用者及び家族の意向を丁寧に聞き取り、支援経過記録に記載している。利用者の転居
や小規模多機能型居宅介護へ移行する等の理由で居宅介護支援事業所を変更する際には、直近の居宅介護計画書や利用票・別票等
の書類で引継ぎを行うとともに、同行訪問にて利用者及び家族の状況を伝えている。他事業所から移行してくる場合は、状況によっては
同行訪問前に情報収集するなど、利用者・家族の心情にも配慮して対応している。

サービスの追加やケアマネジメントの終了等、利用者の不安に配慮した支援を行っている

利用者が新たなサービスを開始したり、他サービスへ移行する際には、事前の情報提供を十分に行い、見学や体験利用を勧めている。状
況によっては見学にも同行し、利用者の意向確認を丁寧に行うとともに、本人・家族の納得を得たうえでサービスにつなげることを大切に
した支援が行われていることが記録からも伺えた。入院・入所等で介護支援専門員としての業務が終了した後も電話相談に応じたり、必
要に応じて訪問もするなど、サービス終了後も遠慮なく相談できる雰囲気を大切にしている。

3
サブカテゴリー3

個別状況に応じた計画策定・記録 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

2. 利用者が他のサービスに移行する場合、新たな事業所の関係者等と連携して支援体制を整えている

3. サービス終了後も必要に応じて、利用者や家族等からの相談に応じている

サブカテゴリー2の講評

契約書や重要事項説明書に沿って分かりにくい部分については繰り返し説明を行っている

サービスの開始にあたり初回訪問時に、契約書及び重要事項説明書に基づいて説明を行っている。ケアマネジメントの流れや苦情相談
窓口については特に重点的に説明し、不明な点がある場合にはその都度、対応するようにしている。毎月の訪問では、利用票をもとに利
用料金についての説明を行っており、区分支給限度額を超えて自費負担が発生する場合や、通所系サービスの食事等、利用票には掲載
されない部分について特に分かりやすく説明するよう心がけている。

サービスを終了する場合も、サービスの継続性に配慮した対応を行っている
評点（○○○）

標準項目
1. 利用者が居宅介護支援事業所の変更を希望する場合、継続的にサービスが提供されるよう対応してい
る 非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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評価項目3

　　

評価

評価項目4

　　

評価

5／5

評価項目1

　　

評価

3. 利用者の羞恥心に配慮した支援を行っている

利用者のプライバシー保護を徹底している
評点（○○○）

標準項目
1. 利用者に関する情報（事項）を外部とやりとりする必要が生じた場合には、利用者の同意を得るようにし
ている

2. 日常の支援の中で、利用者のプライバシーに配慮している

ミーティングや会議等、利用者の情報を共有する仕組みが確立している

訪問給食やショートステイ利用時の減額認定証、各種自費サービス等、介護保険外のサービスについては日頃より情報収集に努め、対
象の可否を確認したうえで利用の助言や申請代行を行っている。事業所では毎朝のミーティングで業務連絡や担当ケースの報告を行うと
ともに、週1回の情報共有会議にて研修報告や困難ケースへの対応方法を検討している。また月に1度の居宅会議では、併設の特別養護
老人ホームの会議報告を受け、事業所の運営についての検討を行っている。

サービス事業者との情報交換に加え医療との連携にも積極的に取り組んでいる

サービス提供機関とは電話連絡や事業所からの報告書を通して利用者の状況を把握することに加え、同行訪問やサービス担当者会議に
て直接、情報交換を行っている。主治医には直近のケアプランを提示するとともに、利用者の入・退院の際には、医療機関を訪問して情報
提供を行い、カンファレンスへの出席や退院前の家屋調査に同行するなど、医療との連携にも積極的に取り組んでいる。

5
サブカテゴリー5

プライバシーの保護等個人の尊厳の尊重 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

1. 利用者が介護保険施設や医療機関等を退所・退院する際には、事前にカンファレンスを行うなど必要
な情報を入手する体制を整えている

2. 居宅での生活における留意点等の情報を介護保険施設等から聴取し、状態を把握することで居宅サー
ビス計画に役立てている

サブカテゴリー3の講評

要介護認定更新及び区分変更の申請代行は利用者の状況に応じて適切に行っている

介護支援専門員の大切な業務として要介護認定の更新申請がある。遅滞なく申請代行を行うため各利用者の更新月を把握し、該当月の
訪問時には利用者から依頼される前に必ず手続きを行うよう努めている。利用者の状態変化等により区分変更申請を行う場合には、その
必要性を説明し、状況によってはサービス担当者会議で妥当性を確認したうえで申請代行している。認定結果に応じて、利用者に必要と
思われるサービスについての助言や情報提供を行っている。

2. 利用者が介護保険施設等や医療機関等への入所・入院を希望する場合には、情報提供等の便宜を
図っている

3. 利用者が介護保険施設等や医療機関等への入所・入院を希望する場合には、主治医と連携をもって
対応している

介護保険施設や医療機関等を退所・退院する利用者が居宅における生活に円滑に移行できる
よう支援している 評点（○○）

標準項目

利用者が居宅で日常生活を営むことが困難になった場合には、サービス提供事業者や医療機
関の意見を参考に対応する体制を整えている 評点（○○○）

標準項目
1. サービス提供事業者や医療機関と連携をとりながら利用者の状況を把握している

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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評価項目2

　　

評価

5／5

評価項目1

　　

評価

評価項目2

　　

評価

2. 提供しているサービスの基本事項や手順等の見直しにあたり、職員や利用者等からの意見や提案を反
映するようにしている

3. 職員は、わからないことが起きた際や業務点検の手段として、日常的に手引書等を活用している

サービスの向上をめざして、事業所の標準的な業務水準を見直す取り組みをしている
評点（○○）

標準項目
1. 提供しているサービスの基本事項や手順等は改変の時期や見直しの基準が定められている

手引書等を整備し、事業所業務の標準化を図るための取り組みをしている
評点（○○○）

標準項目
1. 手引書(基準書、手順書、マニュアル)等で、事業所が提供しているサービスの基本事項や手順等を明
確にしている

2. 提供しているサービスが定められた基本事項や手順等に沿っているかどうか定期的に点検・見直しをし
ている

プライバシーについては「プライバシー保護マニュアル」に基づいて、利用者・家族が答えたくない事柄について行き過ぎたヒアリングを
行っていないかといった基本的な事項から、サービス担当者会議おける注意点、事業所内の個人情報の取り扱い方法や訪問等、外部へ
持ち出際のルール等、細かく規定されている。利用者の羞恥心への配慮に関しては、特別養護老人ホームのマニュアルも併用しつつ、本
人の自尊心を傷つけるような言動がな無いよう配慮している。

利用者の意思を尊重し、複数の選択肢を提供したうえで自己決定できるよう支援している

プライバシーマニュアルには利用者の権利擁護についても記載されている。複数の選択肢を用意し、利用者の自己決定を促すことを大切
にケアマネジメントを行うとともに、いつでも断れることや解約の自由についても説明するよう心がけている。例えば、本人の納得がいくま
でサービスを再三変更するといった周囲の価値観と本人の意向が異なっている場合には、リスクを説明したうえでできる限り本人の意思を
尊重し、家族や関係者の合意を得るよう努めている。

6
サブカテゴリー6

事業所業務の標準化 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

2. 利用者一人ひとりの価値観や生活習慣に配慮した支援を行っている

サブカテゴリー5の講評

個人情報の取り扱いに関しては規定に基づいて適切に実施している

個人情報の取り扱いに関しては契約書及び重要事項説明書において、事業所内での使用、他事業所への提供に分けて利用目的を明確
にしたうえで、利用目的を超えて正当な理由なく第三者に漏洩しないこと等が記されており、特に、ケアプランや情報提供書は直接もしくは
郵送による提供を原則としている点や、提供票等をFAXする際の注意点についても記載されている。また、範囲を超えて使用する場合に
はその都度、事前に同意を得るようにしており、介護支援専門員実務研修の実習生の同行に関しても同意書を取っている。

マニュアルにそってプライバシーや羞恥心にも配慮しながら日々の業務を行っている

サービスの実施にあたり、利用者の権利を守り、個人の意思を尊重している
評点（○○）

標準項目
1. 日常の支援にあたっては、個人の意思を尊重している（利用者が「ノー」と言える機会を設けている）

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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介護支援専門員としての基本的な業務は「業務マニュアル」に沿って行うとともに、「緊急時対応」「認知症」「感染症対応」等、利用者の状
況に応じて各種マニュアルも活用している。マニュアルの更新については内容を職員間で共有できるよう年に1回、情報共有会議にて見直
しを行っている。併設の特別養護老人ホームにおける研修にも必要に応じて出席するとともに、外部研修にも積極的に参加しており、研修
参加後はフィードバックのため報告書を作成し、会議での共有が図られている。

事業所運営に加え研修の企画や講師派遣等、地域における主導的な役割も果たしている

毎朝のミーティングや週１回の情報共有会議では、業務連絡の他、各職員が担当しているケースの進捗状況や支援方法の妥当性を確認
し、介護支援専門員個々で対応に差が出ないよう心がけている。また、処遇困難ケースについては、過去に取り扱ったケースにおける改
善方法をもとにより良い支援方法の検討を行っている。事業所には3名の主任介護支援専門員が在籍していることもあり、研修の企画・運
営に携わるととともに、地域における主導的な役割を担っている。

サブカテゴリー6の講評

日々の業務はマニュアルにそって実施され、自己点検による振り返りも行われている

「業務マニュアル」は、ケアマネジメントサイクルに則った業務、初回及び毎月の訪問、ルーティン業務等について詳細にまとめられている
とともに、新入職員が業務を理解するうえでも分かりやすい内容となっている。また「自己点検マニュル」も整備されており、介護サービス
自己点検票に基づいて各自、業務の振り返りも行っている。介護保険の算定基準に迷った際には、厚生労働省発出のＱ＆Ａを検索するな
ど事業所内で確認し、保険者である市への問い合わせも適宜、行っている。

各種マニュアルが整備され、毎年1回見直しも行われている
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Ⅱ サービスの実施項目（サブカテゴリー４）

24／24

1 評価項目1

　　

評価

2 評価項目2

　　

評価

4. 利用者と家族の意向が異なる場合には、話し合いを行うなど、調整を図っている

5. 利用者の要望と専門的視点からみたニーズが一致しない場合、可能な限り利用者に説明し同意を得る
ようにしている

6. 作成した居宅サービス計画の内容（サービスの種類、回数、利用者負担金額等）について説明し、同意
を得ている

一人ひとりの居宅サービス計画は、利用者本人や家族の希望と関係者の意見を取り入れて作
成している 評点（○○○○○○）

標準項目
1. 事業所として居宅サービス計画作成にあたっての基本的考え方や方法を明確にしている(個性の尊重・
自立支援の視点等）

2. 介護保険サービス及び介護保険外サービスに関する情報を収集し、利用者のニーズに応じて提供して
いる

3. 居宅サービス計画は利用者の望む生活像をもとに、利用者の状況や要望などを取り入れて作成してい
る

居宅サービスは、本人の意思を反映させ実施することを基本に、利用者の要望をくみ取ることに力を注いでいる。目の見えずらい利用者
には、ゆっくりと口頭で説明するとともに身体に触れながら、身体の痛みを確認したり、多くの言葉を語らない人には、本人が答えやすいよ
うに、「はい」「いいえ」で答えられる効果的な質問を考えるなど、できる限り本人の思いをくみ取る工夫を行っている。また、状況の確認は
言語化されたものだけではなく、本人の仕草、表情など非言語的なところにも配慮し、行っている。

個別の状況の確認は多方面から行い、利用者の実態の把握に努めている

利用者の状況を確認する方法としては、利用者本人、家族から状況や要望を聞き取るが、物忘れの症状があり一人暮らしである場合な
ど、実際の生活がどのように行われているかが把握しずらいこともある。そのような場合は、室内の状況や服装、了承をいただいたうえで
冷蔵庫や台所の状況などを確認し、把握に努めている。利用者との信頼関係が不可欠であることはもちろんのこと、支援者の視点から考
えられる必要性だけではなく、利用者の思いをくみ取りながら実態の把握に努めている。

利用者の意向はシートに書き記すとともに、面接を重ねるごとに確認されている

利用者の状況を確認するためのアセスメントは、基本的な４枚のシートに記載し、必要に応じて追加できるような形で行われている。シート
の２枚目には「利用者の望む生活」、「家族の望む生活」という項目があり、標準的な聞き取りにより要望を聞き取れるような仕組みとなっ
ている。介護支援専門員は、アセスメントの結果をシートに記載していくとともに、記載された情報に変化はないか、正確なものか、「利用
者の望む生活」「意向」を正しくくみ取れているかを常に意識しながら面接を重ねている。

3. 利用者および家族から聞き取る以外に観察などで状況を確認し、情報の把握に役立てている

4. 利用者の要望以外に、把握した状況を分析し生活課題を抽出している

5. アセスメント時に利用者が望む生活像の把握をしている

評価項目1の講評

利用者の思いに添うために、利用者の状況を確認し対応している

利用者の個別の情報や要望を把握している
評点（○○○○○）

標準項目
1. 利用者の特性に応じて、コミュニケーションのとり方を工夫している

2. 利用者の個別事情や要望の把握をし、記録している

サブカテゴリー4

サービスの実施項目 サブカテゴリー毎の
標準項目実施状況

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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3 評価項目3

　　

評価

サービス提供がなされてからは、月に１回の訪問以外にも必要に応じて利用者や家族、サービス事業所に電話や訪問を行い、サービス計
画が円滑に進められているかの確認を行っている。そのうえで、不適切な状況に陥っている場合には、再度、サービス担当者会議を実施
し、サービスの見直しを行っている。特に、急な体調変化が見受けられた時などは、サービス量の見直しやサービス種別の追加など利用
者の状況を確認しながら、利用者、家族、サービス事業所の意見を取り入れ、計画の見直しを行っている。

自治体や地域包括支援センターからの要請に迅速に応える体制が整っている

事業所には複数のサービスが併設していることから、緊急の対応にも迅速に対応できるため、自治体からの信頼も厚く、虐待の対応など
では連携も密に行っている。特に、併設された地域包括支援センターからは、多くの支援を要する利用者のケアプランを依頼され、協働す
るなど連携先として期待されている。認知症の症状のある高齢者宅に他人が住み、権利侵害が疑われた事例など、平素の支援では対応
できない事例に対しても自治体、地域包括支援センター、サービス事業所と連携し、高齢者の権利擁護に係わる支援に努めている。

4. 必要に応じて、自治体や地域包括支援センター等と連携を図っている

評価項目3の講評

サービス担当者会議は、利用者の生活を支える大切な会議と位置づけ開催している

事業所では、利用者の生活を支える良質なマネジメントを行うため、サービス担当者会議を最も大切な会議と考えている。利用者の中に
は、自宅に多くの人が集まることを良しとしない人もいるが、事前準備を行い、できる限り利用者に負担がかからないよう調整し開催してい
る。担当者会議は、利用者に「これだけの人があなたを支えています」と伝えるための機会、支援者の意識統一の会議として事前準備に
力を注いでいる。このような事業所の姿勢が、サービス事業所の信頼を得、効果的なマネジメントにつながっている。

定められた訪問以外でも必要時、連絡をとりながら計画の見直しを行っている

利用者の状態を分析し、サービス担当者会議によって効果的な居宅サービス計画となるように
調整している 評点（○○○○）

標準項目
1. 家族やサービス提供事業者等関係者とアセスメント内容を共有している

2. 介護支援専門員が作成した居宅サービス計画のサービス内容について、家族やサービス提供事業者
等関係者から意見を収集し、必要に応じて見直しをしている

3. サービス担当者会議の内容を記録している

事業所としての居宅サービス計画作成にあたっての基本的な考え方は契約書・重要事項説明書の中に明示され、契約時に説明してい
る。この契約をもとに、利用者・家族の要望を反映させサービス計画を立案している。癌末期の利用者が病院から自宅への退院を強く望
んだケースでは結果的に、病前の生活とは違い、不安が大きく数日で病院に戻ったが、利用者の最後の願いを実現するために検討が重
ねられ、思いに添うために真摯に取り組んでいる姿勢が記録からうかがえた。

相談者のニーズに応じ、介護保険サービス以外のサービスに対する情報提供も行っている

高齢者の生活を支えるマネジメントを行うためには、介護保険サービスをはじめとし、家族の支援、介護保険外サービス、地域住民の協力
などさまざまな資源の組み合わせをマネジメントすることが求められる。また、相談者の必要に応じ、必ずしもケアプラン立案に至らない事
例も確認された。以前、担当していた利用者の親族が高齢になり相談を受けたが、自費ベッドのみの紹介で終わった。居宅介護支援事業
所としては、サービス計画に至らない事例であるが、地域から信頼される事業所として、地域住民のニーズに柔軟に対応している。

利用者、家族、支援者間の意見に相違が生じても情報を整理し調整を行っている

事業所では利用者、家族、サービス提供事業所、関係機関等の意見を取り入れながらサービス計画を作成している。しかし様々な状況の
中でその関係者間、利用者と家族などとの意向の相違が見受けられる場合は、情報や状況を整理し、調整を行っている。例えば、利用者
と家族の意向が違った場合、その意向が誰のものであるのかを整理し、介護支援専門員の立ち位置はあくまでも「利用者本人の望む生
活の実現」であることを認識したうえで、利用者本位のマネジメントが行えるよう心がけている。

評価項目2の講評

事業所の基本的な考えは契約時に説明し、サービス計画立案時、同意を得ている

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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4 評価項目4

　　

評価

5 評価項目5

　　

評価
1. 居宅サービス計画における援助目標の達成度を定期的に把握し、記録している

2. 利用者の状況や要望等の変化を定期的に把握している

3. 援助目標の達成状況や利用者の状態変化等必要に応じて再アセスメントを行っている

4. 利用者の状態や要望の変化に対応し居宅サービス計画の見直し・変更をしている

円滑なサービスを継続するために、利用者、サービス事業所の調整を行っている

利用者とサービス事業者間で不協和音が起こった場合には、まず、利用者に聞き取りを行い、事業所に確認を行っている。確認の際は、
協働相手であるサービス提供事業所との輪を大切にしながら事実の確認に努めている。例えば、ショートステイを利用した際に、居室に他
の利用者が入ってきて安心して利用できないなどの意見があった場合に、サービス提供側に話しをする時は、事業所側の立場に立って言
葉に配慮しながら確認を行っている。サービス事業所に敬意を払った確認作業は、円滑なサービス提供への修復をもたらしている。

利用者の状態や環境の変化を継続的に把握し、必要に応じて居宅サービス計画の見直し・変
更を行っている 評点（○○○○）

標準項目

評価項目4の講評

サービス開始時は聞き取りだけでなく実際に足を運び状況を確認している

サービス開始時には、サービスが円滑に提供されているかをさまざまな方法で確認している。利用者や事業所からの聞き取りはもちろん
のこと、掃除などの自宅で提供されるサービスであれば、サービス提供直後に利用者宅を訪問したり、通所サービスやショートスティサー
ビスであれば、利用者がサービスを利用している際に事業所に訪問し、利用者とサービス事業所との関係を確認している。サービス状況
に不備や修正点があれば、利用者と事業所に確認を行い、調整を行っている。実際に足を運び、サービス状況を確認するなどきめ細かい
支援が行われている。

利用者の状況を確認しながらサービス調整を行っている

サービスの過不足については、毎月のモニタリングとともに、事業所からの状況報告書、モニタリング結果などにより確認している。サービ
ス担当者会議や開始時のサービス利用状況の確認により、事業所との顔の見える、良好な関係が築かれているため、忌憚のない利用状
況を確認できる。過不足が生じた場合でも、サービスの空き状況の確認や、提供方法などを利用者、事業所と共に相談しながら調整を
図っている。特に、体調変化により、急なサービス増加が必要になった時には、サービスが円滑に提供されるよう担当者会議を経て見直し
を行っている。

標準項目
1. 提供されているサービス内容が居宅サービス計画の援助目標に沿ったものであるか確認をしている

2. サービスの提供によって生じる利用者の状態や環境等の変化を確認している

3. 提供しているサービスに過不足がないかの確認をし、必要に応じて調整している

4. 居宅介護支援の経過を記録し、把握している

5. 利用者、家族とサービス提供事業者の関係が良好であるか確認をしている

居宅サービス計画に基づいて提供されるサービスの開始当初に、サービス提供の状況を確認し
ている 評点（○○○○○）

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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サービス計画の見直しは、評価表を数値化し、詳細な評価を行い実施している

サービス計画の達成度については、短期目標に合わせ、数値化した評価を行っている。計画の項目ごとに、実施状況、本人、家族の満足
度、目標の達成度を数値化し、評価を行っている。本人、家族の満足度に応じて計画の継続、修正等を判断している。目標の達成度が不
十分であれば、達成まで計画を継続し、目標達成後は新たな目標立てを行い、サービス計画を見直している。特記事項には、サービス提
供事業者からの意見を記載するなど、詳細な評価を行い、質の高いケアプランを実現している。

利用者の状態変化によるサービス変更は、必ず再アセスメントを行っている

利用者の状態変化によるサービス計画の変更については、まず、利用者の変化についての再アセスメントを行う。体調変による入院など
で、大きく計画が変更される場合には、所定のアセスメントシートを作り直すとともに、リ・アセスメントシートなども活用し、状態の変化を確
認する。単に、サービス回数を見直すだけでなく、新しいサービス種別の必要や、保険外サービス、社会資源の活用、家族、近隣住民の
協力を引き出すなど、新たなプランとしての作成を行っている。大きな変更でない場合も、事業所への照会や担当者会議での意見聴取は
必ず行っている。

評価項目5の講評
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〔利用者保護：居宅介護支援〕 平成30年度

《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》

Ⅲ 利用者保護に関する項目

9／9

1 評価項目1

　　

評価

2 評価項目2

　　

評価

3 評価項目3

　　

評価

各種マニュアル及びBCPが作成され、考えうるリスクに対しての対策が講じられている

事業所では考えうるリスクに対してのマニュアルを作成しており、朝のミーティングや情報共有会議にて都度共有し、いつリスクが発生しても
対応できるよう日頃から確認している。「居宅防災マニュアル」については、更新にあたり会議で内容の共有を図るとともに、BCPについても
周知を図っている。感染症については「感染症対応マニュアル」に沿って、居宅訪問において職員が媒体者とならないよう配慮し、関係者に
正確な情報提供を行うことで二次感染を防ぐよう取り組みを行っている。

利用者保護の講評（※利用者保護の内容から３つ（必須）記載してください）

相談・苦情についてはマニュアルに定められた方法に沿って適切に対処している

苦情の受付に関しては重要事項説明書において、事業所における受付責任者や時間を明記するとともに、法人内併設事業所及び保険者
等公共の相談窓口についても記載しており、口頭でも説明を行っている。また「相談・苦情対応マニュアル」では、苦情をサービス改善や利
用者との信頼関係構築のための好機と捉え、対処方法についても詳細に規定されている。訪問時や電話で苦情が寄せられた場合には、内
容を状況報告書に記載し、情報共有会議にて検討及び保険者にも報告するなど、迅速な対応がとられている。

事業所内・関係機関と連携し虐待ケースに速やかに対応するための体制が整えられている

重要事項説明書内、個人情報の取り扱いについての箇所では、虐待により生命または身体に重大な危険が生じている場合は、高齢者虐待
防止法による通報義務があることが明記されている。虐待ケースに関してはできる限り迅速な対応を心がけており、朝のミーティングや情報
共有会議にて報告・検討を行っている。さらに、管理者判断に基づき併設の地域包括支援センターや行政等の関係機関と連携してケア会議
を開催するなど、迅速な対応がとられている。

標準項目
1. 事業所が目指していることの実現を阻害する恐れのあるリスク（事故、感染症、侵入、災害、経営環境の
変化など）を洗い出し、どのリスクに対策を講じるかについて優先順位をつけている

2. 優先順位の高さに応じて、リスクに対し必要な対策をとっている

3. 災害や深刻な事故等に遭遇した場合に備え、事業継続計画（ＢＣＰ）を策定している

4. リスクに対する必要な対策や事業継続計画について、職員、利用者、関係機関などに周知し、理解して
対応できるように取り組んでいる

5. 事故、感染症、侵入、災害などが発生したときは、要因及び対応を分析し、再発防止と対策の見直しに取
り組んでいる

標準項目
1. 利用者の気持ちを傷つけるような職員の言動、虐待が行われることのないよう、認識を共有し、組織的に
防止対策を徹底している

2. 虐待を受けている疑いのある利用者の情報を得たときや、虐待の事実を把握した際には、組織として関
係機関と連携しながら対応する体制を整えている

事業所としてリスクマネジメントに取り組んでいる
評点（○○○○○）

標準項目
1. 苦情解決制度を利用できることや事業者以外の相談先を遠慮なく利用できることを、利用者に伝えてい
る

2. 利用者の意向（意見・要望・苦情）に対し、組織的に速やかに対応する仕組みがある

虐待に対し組織的な防止対策と対応をしている
評点（○○）

利用者保護に関する項目
標準項目実施状況

利用者の意向（意見・要望・苦情）を多様な方法で把握し、迅速に対応する体制を整えている
評点（○○）

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり

非該当なしあり
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平成30年度

《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》

評価項目

評価項目

評価項目

事業者が特に力を入れている取り組み①

タイトル① 支援チームが輪を保てるようなマネジメントに力を注いでいる

内容①

事業所では、利用者の生活を支える良質なマネジメントを行うため、サービス担当者会議を最も大切な会議と考え
ている。利用者の中には自宅に多くの人が集まることを好まない人もいるが、事前準備を行い、できる限り利用者に
負担がかからないよう調整し、開催している。利用者には、「これだけの人があなたを支えています」と伝えるための
機会、支援者の意識統一の機会として位置づけ、力を注いでいる。サービス担当者会議を活用した支援チームの輪
を保つためのマネジメントは、事業所が力を入れて取り組んでいる取り組みである。

6-4-4

居宅サービス計画に基づいて提供されるサービスの開始当初に、サービス
提供の状況を確認している

利用者の状態を分析し、サービス担当者会議によって効果的な居宅サー
ビス計画となるように調整している

事業者が特に力を入れている取り組み②

タイトル② 迅速な対応が求められる高齢者に地域包括支援センターに協力し必要な支援を行っている

内容②

事業所は地域包括支援センターに併設しており、地域包括支援センターに通報があった高齢者の支援をセンターか
らの依頼により取り組むことが多い。地域からの通報による支援は、利用者の身体、経済、家族の状況など詳細な
情報はないが迅速に対応しなければ、命に係わるような状況であることも少なくない。このような時に、地域包括支
援センターとともに迅速に利用者の状況を把握し、必要なサービスをマネジメントしていく支援は、事業所として最も
力を入れ取り組んでいることであり、自治体からも高い評価を得ている。

〔事業者が特に力を入れている取り組み：居宅介護支援〕

タイトル③ 利用者の思いに寄り添い、権利侵害が起こっている人の支援に法人全体で取り組んでいる

内容③

地域の中には一人で暮らしている間に他人が家に入り込んだり、親子でも高齢になった家族に手をあげるなど外的
な支援が必要な状態で生活している人がいる。課題発覚は地域住民などの通報によるところが多いが、事業所は、
関係機関から協働を依頼された場合、協力を惜しまず対応している。この姿勢は、法人が理念として掲げている『添
う心』に即したものであり、法人全体で大切にしている姿勢である。必要であれば、居宅介護支援事業所のマネジメ
ントにより、法人の事業を総動員し、課題解決に向かうなど、法人として高齢者の権利擁護に取り組んでいる。

利用者保護（2）

虐待に対し組織的な防止対策と対応をしている

事業者が特に力を入れている取り組み③

6-4-3
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平成30年度

№

タイトル

内容

タイトル

内容

タイトル

内容

№

タイトル

内容

タイトル

内容

タイトル

内容

《事業所名： 指定居宅介護支援事業所多摩済生ケアセンター》

2

ホームページは、施設の概要や取り組みなど様々な情報の入手が可能であるが、引き続きよりタイ
ムリーな情報提供を行いたいと考えている

〔全体の評価講評：居宅介護支援〕

さらなる改善が望まれる点

事業所は、主任介護支援専門員や経験のある介護支援専門員が新入職員の指導やフォローを徹底して行うこ
とで、安定した運営が行われている。加えて、ケアマネ連絡会では役員として勉強会の企画・運営に参画し、事
業所外でも積極的に活動している。主任介護支援専門員に課せられているケアマネジメント力向上に向けた取
り組みや、介護支援専門員への指導的な役割を中心となって担っており、地域におけるさらなる活躍が期待で
きる。

1

2

1

3

特に良いと思う点

情報共有の仕組みが確立していることに加え職員間のチームワークが良いため、事業所が一つと
なって利用者の暮らしを支えている

職員６名で運営している当事業所では、毎朝のミーティングや週1回の情報共有会議において、各自が担当す
るケースの報告や状況に応じてリアルタイムで事例検討を行うなど情報共有が徹底され、担当外のケースにつ
いてもある程度の対応が可能となっている。職員アンケートにおいては、職員同士の人間関係が良好でチーム
ワークが良く、相談しやすい雰囲気があるとの意見が複数あり、職場環境の良さが伺える。事業所内で孤立す
る職員がおらず、全員で協力しながら事業所運営を行っており、利用者の満足度にもつながっている。

高い専門性とこれまでの支援経験を活かしてどのようなケースでも受け入れ可能な体制が整えられ
ている

自事業所の職員育成のみならず地域においてもケアマネジメント力向上に向けた取り組みを積極的
に行うなど、主導的な役割を担っている

３名の主任介護支援専門員が在籍している当事業所は、地域包括支援センターを併設していることもあり、虐
待等の支援困難なケースのへの対応依頼が多い。関わり方に工夫を要するケースを数多く経験しており、過去
に取り扱ったケースの改善方法をもとに、地域包括支援センターはもちろんのこと、法人内他事業所及び関係
機関と連携を図りながら支援を行っている。法人全体を通して”断らない”ことをモットーにしており、事業所にお
いてもどのようなケースでも受け入れ可能な体制が整えられている。

3

事業所の他、在宅系サービス・居宅介護支援事業所・地域包括支援センター等が属するケアセンターと、併設
の特別養護老人ホームでホームページが作成されている。各事業所の概要や利用案内、広報誌のバックナン
バー、さらには動画による各種取り組みの紹介等、ホームページ全体としては充実した内容となっている。法人
は、在宅福祉・介護の拠点施設として当該地域を牽引している存在であり、地域住民のさらなる利便性のため、
今後も、更新頻度を高めるなど、よりタイムリーな情報発信を行っていくことを期待したい。

複数のサービスを併設する、地域の拠点として、ケアマネジメントにおいても、地域の核としての活動
が期待される

事業所は、居宅介護支援事業所だけではなく、複数のサービス（特別養護老人ホーム、訪問介護事業所、訪問
看護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、通所介護など）を併設し、運営されているため、多くのサービスを
組み合わせ、利用者の生活を支えていくマネジメントがしやすい環境にある。また、主任介護支援専門員が複
数存在することから、良質なマネジメントが展開され、自治体や地域からの期待も大きい。現在も介護支援専門
員の研修に協力するなど一定の貢献を果たしているが、地域のマネジメント力の強化のためには、更なる貢献
が期待される。
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